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１.はじめに 

 

近年，モータリゼーションの進展や公共交通の衰退は，

中心市街地の衰退や環境負荷の増大など多くの問題を生

じさせている．また，今後少子高齢社会の進展に伴い交

通弱者となる高齢者の増大が見込まれる．そこで，それ

らの問題に効果的であるとされる LRT（Lighit Rail 
Transit）の導入が国内において検討されている． 
宇都宮市においても，前述した都市問題は深刻化しつ

つあり，その対策としてLRTやトランジットモールの実
施が検討されている．また，その一方で，鬼怒川に架か

る橋や周辺道路の交通渋滞解消を目的に新設道路の建設

が進められている．これまでに，宇都宮市ではLRT導入
時における交通需要予測が行われている1)が，詳細な分

析結果は一般に公開されておらずLRT導入による交通流
動の変化は市民レベルまで浸透していない．  
よって，本研究では LRT導入に伴うトランジットモ
ールや道路整備など交通施策の実施が都市交通流に与え

る影響について明らかにし，今後 LRTを導入する場合
の課題を浮き彫りにすることを目的とする． 
 既存研究において，越間ら２)は宇都宮市東部における

LRT導入計画に対して公共交通指向型開発(TOD)を取り
入れた場合の自動車交通流に与える影響を分析し，LRT
導入により広域的には自動車需要が抑制されることや，

TODの導入がLRT利用率を増加させるため採算性向上に
も寄与することを提言した．また，片岸ら３)はトランジ

ットモール導入時の交通需要予測を行い，トランジット

モールの導入が宇都宮環状道路内に流入する通過交通を

抑制させる効果があることを示した．しかし，それらの

既存研究では各種施策の導入による影響を個別に分析し

ているが，LRTとそれに伴う施策の総合的な分析はされ

それらを踏まえ本研究では，現在宇都宮市において導

入の検討がされている各種施策を組み合わせシナリオを

設け，広域・狭域の双方からシミュレーション分析を行

なうことで交通流に及ぼす影響を総合的に分析する．  
 
２.シミュレーション分析の概要 

 

（１）シミュレーション範囲と導入施策 

シミュレーションの対象範囲としては，広域的に宇都

宮都市圏全域，狭域的に図‐1に示す JR宇都宮駅西側
の中心市街地とした．なお，LRTの導入区間は宇都宮テ
クノポリスセンター地区～清原工業団地～JR 宇都宮駅
～桜十文字付近の全長約 15kmの区間であり，トランジ
ットモール導入区間は，図‐1中の全長約 500mである．
また，導入するトランジットモールの形態をフルトラン

ジットモールとセミトランジットモールの 2種類とした．
フルトランジットモールの場合は，現況の片側 3車線の
うち 1車線をLRT専用軌道とし，残りの 2車線を歩行空
間とした．セミトランジットモールの場合は，片側 3車
線のうち 1車線を LRT専用軌道，1車線を車道とし，残
りの 1車線を歩行空間と設定した．新設道路に関しては，
現在建設が進められている新鬼怒川渡河道路と，建設の

検討がされている東西 4号（仮称）の 2つがあり，それ
ぞれの位置を図‐1に示す．なお，東西 4号（仮称）に
ついては，LRT の専用橋とする場合と，自動車と LRT
の併用橋にする場合の2パターンで分析を行なう． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図‐１.対象エリアと施策導入箇所 
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（２）シナリオの設定 
宇都宮市で導入の検討がされている LRTとそれに伴
う各種施策を組み合わせることにより，表‐1に示す 5
通りのシナリオを設定した．なお，シナリオ 2から 5の
順に道路ネットワークが自動車の依存度が高い形態から

公共交通に依存する形態とした．このそれぞれのシナリ

オについて広域・狭域の双方からシミュレーションを行

なうことで施策導入が交通流に及ぼす影響を総合的に分

析する． 
 また，一般的にLRTの導入により自動車分担率が低下
することが期待されるが，軌道系の整備を行なっても

バスからの転換が中心で自動車からの転換を図る

のは困難である との事例もある．そこで， (1) 本研

究ではLRTと各種施策の導入効果を純粋に判断し，道路
交通ネットワークのボトルネックを明らかにするため，

LRTの導入による自動車分担率の変化がないと仮定し分
析を行なう．  
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現した． シミュレーション推計値とH11 道路交通セン
サスデータとの断面交通量の整合性を確認した．その結

果，寄与率R2=0.92 と良好な結果が得られたことにより，
作成した道路ネットワークが都市圏内の交通流を十分再

現していると判断した． 

 

（２）分析結果 

5通りのシナリオの中から特徴的な 3つのシナリオを
抽出し，それぞれについて分析結果を示す．抽出したシ

ナリオは駅東地区において新設道路を設置したことで自

動車の依存度が最も高いシナリオ 1と，セミトランジッ
トモールと東西 4号（仮称）を併用橋として設定したこ
とで自動車と公共交通のバランスの取れたシナリオ 2，
フルトランジットモールと東西 4号（仮称）を専用橋と
したことで公共交通の特色が濃いシナリオ 5である．そ
れぞれのシナリオと現況の交通量の比較図を図‐2に示
す．なお，現況に比べ日交通量が 1,000 台以上増加した

リンクを増加リンク，1,000 台以上減少したリンクを減

少リンクとした． 

表‐１．各シナリオにおける導入施策 
中心市街地

トランジットモール 新鬼怒川 東西4号
モール 渡河道路 （仮称）

現況 ×

シナリオ 1に関しては，新設道路の設置により鬼怒川
を横断する柳田大橋で交通量の減少が確認できた．しか

し，新鬼怒川渡河道路へアクセスする道路において交通

量の増加が見られた．また，中心市街地において交通量

に大きな変化は表れなかったため，駅東地区における新

設道路の設置は，中心市街地には大きな影響を及ぼさな

自動車型 1
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図‐２．各シナリオと現況の交通量の比較
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ミュレーション条件 

では，現況ネットワークを基盤として，各シナ

にシミュレーションを行う．そこで，現況交通

するためH11道路交通センサスデータを使用し
量の逆推計を行った．なお，初期値としてH4宇
圏PT調査データ， 都市圏外からの通過交通を
ためH6道路交通センサスODデータを使用した．
対象範囲を 93ゾーンに分割しそれぞれにセン
を 1つ設け，そのセントロイド間でOD交通量
集中させることで宇都宮都市圏内の交通流を再

いと判断できる．シナリオ 2は，LRTの導入ルートとな
る道路において，交通量は減少し混雑度は上昇している．

その原因として，それらの道路では LRT専用軌道の確
保により交通容量を半減させたためと考えられる．また，

LRTの導入ルートやセミトランジットモールの迂回路と
なる道路で交通量が増加したことにより混雑度は上昇し

ている．シナリオ 5に関しては，シナリオ 2と同様に
LRTを導入した路線の交通量は減少し混雑度は上昇して
いる．また，東西 4号（仮称）を LRT専用橋として設
置したが，併用橋として設置した場合と比較すると，周

辺の交通量に大きな差は表れなかった．中心市街地にお

いては，LRTの導入区間では交通量が著しく減少し，フ
ルトランジットモール周辺の迂回路となる道路において

交通量は増加した．フルトランジットモール導入時はセ

※LRTは，導入ルートにおいて車線数を減らし再現している 



 
ミトランジットモール導入時に比べ，全体的に交通量の

増減が顕著に表れている．また，それに伴いフルトラン

ジットモール導入時の方が広い範囲で，その波及効果が

現れている．  
 

４．中心市街地における交通流の影響 

 

（１）シミュレーション条件 

狭域交通流の分析では，中心市街地が賑わうことが予

想される休日の 17：00～18：00の交通流について，平
成 17年 3月に行なわれた宇都宮市内交通量調査データ
を使用し現況再現を行なった．また，中心市街地におけ

る交通流を厳密に再現するため，バス交通流に関しても

考慮した．中心市街地においても現況ネットワークを基

に各シナリオを実施するため，交通量調査のデータとシ

ミュレーションの推計値との断面交通量の整合性を検討

した．その結果，寄与率R2=0.95 と高い整合性が得られ
たため，作成したネットワークは中心市街地の交通流を

十分に再現していると判断した．中心市街地において各

シナリオを実施するにあたり，広域交通流シミュレーシ

ョンから得られた結果を用いる．結果の使用方法として

は，広域交通流の現況と各シナリオ導入時の断面交通量

を比較し，その比率を狭域交通流の現況の断面交通量に

乗じることで，狭域交通流における各シナリオ実施時の

交通流を再現する．また，本分析ではLRT導入予定ルー
トを通行するバスの運行を廃止することで，バス利用者

のLRTへの乗換えを考慮した． 
 
（２）分析結果 
広域交通流シミュレーションの結果から，駅東地区に

おける施策の実施は中心市街地に大きな影響を及ぼさな

かったため，中心市街地の分析では 2種類のトランジッ
トモール導入時の交通流を分析する．よって，ここでは

シナリオ 3，5の 3パターンを抽出した．各シナリオに
おいて最大渋滞長が50m以上の箇所を図-3に示す． 
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ことで現況の道路形状では対処しきれなくなってしまっ

たことが考えられる．また，フルトランジットモール導

入時において，③´‐③の路線では激しい渋滞が発生し

ている．この路線に流入する交通量は現況に比べ約 3割
程度増加したことで，③´‐③の路線における交差点の

信号現時が，現況の設定では対処できなかったためであ

ると考えられる．また，2種類のトランジットモール導
入時の渋滞長を比較すると，フルトランジットモール導

入時では渋滞長が長いことが分かる．また，トランジッ

トモール実施時の中心市街地内へ流入する交通量は現況

に比べ約 2パーセント程度減少しており，トランジット
モールは中心市街地における通過交通を抑制する効果が

あることが示された．しかし，③´‐③などの迂回路と

なる一部の路線においては激しい交通渋滞を発生させて

しまうことが明らかになった．  
 
５．施策導入による影響 

 

（１）広域・狭域からみた影響 

狭域交通流分析の対象範囲である中心市街地において，

現況と 2種類のトランジットモール導入時の渋滞箇所数
と渋滞長の総延長を比較したものを図‐4に示す．なお，
中心市街地における最大渋滞長が 50ｍ以上の箇所の総
数を渋滞箇所数，渋滞箇所数における渋滞長を合計した

ものを総渋滞長とした．セミトランジットモール実施時

は，渋滞箇所数の増加に伴い総渋滞長も増加している．

しかし，フルトランジットモール実施時は現況に比べ渋

滞長が 6割以上増加しているにも関わらず渋滞箇所数は
減少している．これは，セミトランジットモール区間内

の 1車線で自動車の通行を許可したことで，渋滞が分散
されたためであると考えられる．一方，フルトランジッ

トモール区間内では一切の自動車の通行を禁止したこと

により，トランジットモール周辺の迂回路となる道路に

自動車が集中し，1つの箇所での渋滞長が長くなったと
考えられる．それぞれの 1箇所における平均の渋滞長は，
セミトランジットモールでは約 110m，フルトランジッ
トモールは約160mとなっている． 
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ついて考察する．宇都宮都市圏を都心を中心に 5km圏
ずつ区切り合計 4つの圏域を設け，各圏域内の全てのリ
ンクのうち増加リンクが占める割合と都市圏内における

リンクの増加台数の平均を図‐5に示す．シナリオ 1以
外の全てのシナリオで 5km圏域における増加リンクの
割合が高いことから，LRTとトランジットモールによる
影響はその周囲 5km以内と局所的に表われることが明
らかになった．トランジットモールの種類による影響と

しては，シナリオ 2と 4，シナリオ 3と 5を比較するこ
とで，フルトランジットモールはセミトランジットモー

ル実施時に比べ，迂回交通が増えたこともあり交通量が

約 14 パーセント程度増加している．また，東西 4 号
（仮称）の専用化・併用化の違いによる影響は，シナリ

オ 2と 3， シナリオ 4と 5でそれぞれ平均の増加交通量
に大きな差が表われなかったため，都市交通流に大きな

影響を及ぼさないことが明らかになった．  
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時の方が対象地域内における交通渋滞が激しく，広い範

囲において波及効果が表われている． 
LRTの波及効果としては，郊外部では広範囲に，都心
部では局所的に影響が表れる．そのため，交通渋滞を緩

和するために LRTの迂回路においても道路整備が必要
である．しかし，道路整備のみを行なっていては，いず

れ交通整備の限界となることが予想される．そこで，

LRTの本質的な狙いは自動車と LRTの適切なバランス
を図ることにある．つまり，迂回路においては効果的な

道路整備を行なうと同時にモーダルシフトを促し LRT
の利用率を上昇させることが重要である．その際，バス

利用者からの転換のみではなく，自動車からの転換を促

す有効的な施策が必要である． 
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図‐６.都市交通流に及ぼす影響 
 
図‐５.シナリオ毎の増加リンクの割合と増加交通量
２）都市交通流に与える影響 
LRTやそれに伴うトランジットモールや新設道路の建
など交通施策の実施が，都市交通流に与える影響につ

て図‐6にまとめた．郊外部においては新設道路を建
したことにより渋滞解消を目的とする道路での混雑は

和されるが，その他一部の道路では更なる渋滞を引き

こしてしまう．さらに，郊外部における道路ネットワ

クは粗いため，その波及効果は広い範囲まで伝わって

まう．今回の分析でも，鬼怒川に新設道路を架けたこ

によりその周囲約 10km圏内の道路ネットワークに対
て交通量が激しく増加・減少している．この広い範囲

表われた渋滞を解消するために新たな道路整備を行な

必要が生じる．このような悪循環が交通整備の限界を

唆する． 
一方，都心部においてはトランジットモールを実施し

ことによる迂回行動が交通渋滞を引き起こしてしまう．

かし，都心部においては道路ネットワークが密である

め，トランジットモール区間の周辺の道路で迂回する

動車が多い．今回の分析においても，トランジットモ

ルの周囲約 5km圏内において迂回路となる道路での
滞が目立った．また，セミトランジットモールとフル

ランジットモールでは，フルトランジットモール導入

６.おわりに 

 

本研究では，広域・狭域の両視点から各種施策導入に

よる影響の分析・考察を行なった．その結果，導入する

施策の波及効果は施策の種類と施策の導入箇所によって

推移することが明らかになった． また，自動車分担率
を変化させずに分析を行なったことで，郊外部・都心部

共に交通渋滞が目立ったが，LRTを導入する際の課題を
浮き彫りにすることができた．今後の課題としては，自

動車からの転換が図りやすい有効的な土地利用を考慮す

ることで，自動車からの転換率を推計し，それを基に将

来交通流を再現する必要がある．  

 
【補注】 
 (1)仙台都市圏パーソントリップ調査によると，昭和 62年に地下鉄を開
通したことで鉄道の分担率は昭和 57年の 4.6％から平成 4年の 8.9％に
上昇したが，バスの分担率は 10.5％から 5.6％に減少した．また，自
動車分担率は35.3％から46.8％に上昇している． 
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